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はしがき

「政治」について、よくわからず、得体の知れないもののように感じる人は
多いだろう。しかし、そのように感じる一方で、わたしたちはさまざまな政策
の原資となる税金を、日々、納めている。2025 年に話題となった「令和の米
騒動」1 つをとってみてもわかるように、政府がどのような政策を行うかによ
って、わたしたちの生活は大きく変化する。医療や介護、年金は言うに及ば
ず、物価も、金利も、景気も、さらには子育ても、そして教育も、すべて政治
によって決められる。政治は、わたしたちの生活を豊かにもするし、逆に貧し
くもする。だからこそ、得体の知れない遠い存在として見て見ぬふりをするの
ではなく、冷静な視点で日本政治の実態を理解できるようになってほしい。日
本政治の現状を知り、分析できるようになることは、日本で生活するわたした
ちにとって、とても重要なことだ。
本書の目的は、日本政治、そしてそこで実行されている政策への理解を、数

理分析やデータ分析を通して深めてもらうことである。数理分析とは、複雑な
現実を、数学を用いて理解していく試みである。また、データ分析とは、数量
的な情報を利用して実態を明らかにする試みといえる。いずれも、日本政治や
政策を分析するうえで欠かせない手法だ。
数理分析やデータ分析と聞くと、難易度が高そうだなと身構えてしまうかも

しれない。しかし、その必要はまったくない。本書は、数理やデータを使った
分析になじみのない読者を想定して書かれている。そのため、（そうした分析
に親しんでいる経済学部生に限らない）大学学部生はもちろんのこと、それ以
外の日本の政治と経済に関心のある一般の方々も本書の読者対象だ。
本書の執筆陣は、いずれも「わかりやすく、多くの人が数理分析やデータ分

析を通して、日本の政治と経済の問題を考えられる本を作りたい」という編者
の「わがまま」に応えてくださった。各分野の最前線で研究を行っている執筆
陣が、読者の手をとりながら、⚑つひとつ丁寧に議論していることが、本書の
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最大の特徴である。日本の政治・経済を理解するために、政治学者と経済学者
がチームを組み、⚑つの書籍を作り上げていることも特徴といえる。いずれに
せよ本書は、間違いなく、日本政治やそれを取り巻く諸問題を理解するための
一助となるだろう。

＊ ＊ ＊

本書は、東京経済研究センター（TCER）のコンファレンス事業の一環とし
て企画されたものである。TCER は、日本経済についての理論的・実証的研究
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序章

なぜ日本は
多くの問題を抱えたのか？
浅古泰史

1 はじめに：今の日本を冷静にみつめる

「今の日本が直面している最も大きな問題とは何か？」と問われたとき、読
者のみなさんは何を思い浮かべるだろうか。政治の世界を見れば、政治とカネ
の問題や、選挙をめぐる幾多の混乱などが生じており、政治不信は一向になく
なる気配がない。経済状況を見てみると、物価高と上向いた実感のない景気の
中で財政・金融政策の舵取りは難航し、財政赤字はますます増大していく。若
い子育て世帯に向けた政策を重視すべきか、あるいは高齢者向けの社会保障を
優先すべきかといった議論も盛んに行われ、世代間対立が顕在化してきてい
る。社会の分断が大きくなっていくように見える中、メディアで流される誤情
報が問題視される。また、ロシアによるウクライナ侵攻や、異例の 3 期目に入
った習近平国家主席が率いる中国の存在、核兵器開発を進める北朝鮮など、非
民主主義の隣国の存在は深刻な防衛問題となるとともに、日本経済に大きな影
響を与えている。日本が抱える問題は、あまりにも多岐にわたっている。
これらの問題解決には、客観的な視点に立った冷静な分析が必要である。他

者の意見の中には、どう考えても受け入れがたいものもあるだろう。わたした
ちの生活に直結する問題の中には、切実なものもあるだろう。ただ、感情的に
議論するだけでは解決にはつながらない。問題の解決のためには、日本がこれ

1



まで歩んできた道を理解する必要がある。今の日本のあり方を正しく理解し、
問題解決への糸口をみつけ出していきたい。本書は、そのような問題意識から、
特に日本国内で生じている問題について、日本の政治と経済に着目し、分析し
ていく。
冷静に日本の現状をみつめ、考察していくには、データや数理モデルを用い

た分析が有用である。データ分析は、単に実態を記述するだけではなく、デー
タとデータの関係性を突き詰めつつ、今の社会で生じている状況を明らかにす
ることができる。一方で数理分析とは、複雑な現実の本質を、数式を用い簡略
化して取り出し、示していく分析手法である。簡略化されたものは、現実の模
型（英語では model）ともいえるため、（数理）モデルと呼ばれている。でき
るだけ感情的にならずに、冷静にかつ論理的に議論するための分析手法だとい
える。
本書では、このようなデータ分析と数理分析を用いて、それぞれの分野の最

先端を走る執筆陣が、各問題を丁寧に議論していく。日本が抱える諸問題は、
それぞれが独立しているわけではない。互いに、その根底で密接につながって
いると考えるべきだ。経済が今のような状態になるまでには、多くの政策が影
響を与えてきた。そして、その政策を決定している主体は政治家であり、その
政治家たちは選挙を通じて選ばれている。つまり、選挙制度をはじめとする政
治制度が経済や社会に大きな影響を与えているということだ。その一方で、経
済や社会の現状は、選挙を通して政治家の進退や政党の盛衰にも影響を与える
だろう。日本の経済を理解するためには政治を、政治を理解するためには経済
を理解する必要がある。
よって、本書の各章も完全に独立したものではなく、互いに強く関係してい

る。第Ⅰ部（第 1～6 章）は主に選挙を中心とした日本政治を分析する章で構
成されており、第Ⅱ部（第 7～13 章）は経済政策などの政策に関わる章により
構成されている。ただし、第Ⅰ部と第Ⅱ部の議論は、強い関係を持っている。
たとえば、財政の地方分権化と大阪維新の会などの地方政党の興隆には強い関
係性がある。女性議員の少なさと女性の社会進出はつながっているし、多くの
経済政策が実行された背景を理解するためには自由民主党が長く選挙に勝ち続
けた理由を理解すべきだろう。本書は、章と章のつながりを意識して書かれて
いる。どの章から読んでも理解できるようになってはいるが、日本が現在抱え
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る重要な問題とその構造を理解するために、ぜひ、すべての章を読んでほし
い。また、構成は第 1 章から順を追って読んでいくことで、理解が深まってい
くように考えてある。特にこだわりがなければ、章の順番どおりに読んでみる
とよいだろう。
日本が抱える諸問題に対する「処方箋」を提示することが、本書の主な目的

ではない。主な目的は、諸問題を抱えることになった理由と、その現状を丁寧
に分析し、読者自身が考えるための材料を提供することにある。問題の解決の
ためには、安易に「これが解決策だ！」と処方箋を示すのではなく、なぜ現状
に至ったかを正しく理解することが必須だからだ。もちろん、執筆者が考える
政策提言を行っている章もある。それらも含めて、今の日本をみつめ直すきっ
かけにしていただきたい。

2 政治は経済に、経済は政治に影響を与える

本書では政治と経済の両面から、日本政治をめぐる諸問題を多角的に議論し
ていく。よって執筆陣は、政治学者と経済学者である。政治学では、政策が決
定されるまでの過程を分析することが多い。一方で、経済学では、政策が実体
経済に与える影響を検討し、社会にとって望ましい政策は何かを分析すること
が多いといえる。しかし、政策決定過程の分析には、そこで決定された政策が
経済や社会に与える影響をふまえなければならない。また、望ましい政策を模
索・実現するためには、政策の決定過程を理解しなければならない。政治は経
済に影響を与え、経済は政治に影響を与えるのである。政治と経済の相互依存
関係に注目し、諸問題を分析する学問領域は一般に政治経済学（あるいは公共
選択論）と呼ばれており、今日に至るまで発展し続けている。
政治経済学では、データ分析や数理分析を用いて政治と経済の相互作用の解

明に取り組む研究が多い。これら 2 つの手法は、経済学では従来から主要な分
析手法であったが、政治学でも、政治分析に適したデータ分析や数理分析の手
法が積極的に提案されている1)。データ分析や数理分析は、政治学と経済学を
つなぐ「共通言語」といっても過言ではない。
以上のような背景から、政治学者と経済学者が共同で研究する例は多く見ら
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れるが、その一方で、本書のように政治学者と経済学者が同じ問題意識に立
ち、一貫した内容の書籍を共同で執筆するという試みは少ない2)。各章は、異
なった専門分野から集まった研究者が、お互いに議論を深めながら執筆したも
のである。その成果は、すべての章で反映されていると自負している。

3 わたしたちが来た道

本書の内容を理解するためには、第 2 次世界大戦からの復興以降の日本の政
治・経済に関して、一定程度の前提知識が必要となる。そのために本節では、
戦後復興期以降の日本の政治・経済をごく簡単に振り返る。同時に、その中で
本書の各章を位置付けながら、各章の内容を簡単に紹介していく。本節は、い
わば本書を読み進めるための「見取り図」となる。

3.1 戦後の日本経済

図 0-1 は、1956 年から 2023 年までの日本の経済成長率（実質 GDP の前年
度比率）を示したものである。高度成長期と呼ばれる 1973 年までの間、経済
成長率は 9％前後で推移していた。平均 9％の成長率を 20 年間も維持すること
は世界的にも異例のことであり、戦後復興後の日本が急速に経済成長を遂げた
ことがうかがわれる。
しかし、1973 年に生じた（第 1 次）オイルショックと呼ばれる石油価格の

高騰により、1974 年の成長率はマイナスとなった。その後、石油価格は以前
の水準に戻っていくものの、経済成長率は元には戻らず、1990 年代初頭まで
成長率が 4％前後で推移する安定成長期に入った。1970 年代半ばの成長率の屈

1）政治学におけるデータ分析に関する教科書として、松林（2021）と久米（2025）があ
る。ゲーム理論をはじめとする数理分析の教科書として、政治学に関しては浅古
（2016, 2018）が、政治学と経済学の交差点となる政治経済学に関しては小西（2009）
と浅古（2024）がある。また、政治学におけるこれらの手法の発展に関しては、『経済
セミナー』（日本評論社）2022 年 10・11 月号の特集「いま、政治の問題を考える」を
参照されたい。

2）政治学者と経済学者の共編著の研究論文集として、田中・小西（2012）や鈴木・岡田
（2013）などがある。
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折が生じた理由としては、農村部から都市圏への労働力の移動や、海外の技術
へのキャッチアップが終わったことなどが指摘されている（小峰・村田
2020）。
図 0-2 は、安定成長期における月ごとの日経平均株価（終値）を示したもの

である。1970 年代後半から 1980 年代前半にかけて、緩やかなプラスの経済成
長に呼応するかたちで、株価も緩やかに上昇している。しかし、1980 年代後
半から株価は急速に上昇した。その後急速に株価は下落し、1990 年代初頭に
はピーク時の半値近くになっていることがわかる。これは、バブル経済の影響
を受けた結果だ。バブル経済とは、株価や地価などの資産価格が、実体経済か
ら大きくかけ離れて上昇していく現象のことをいう。この時期の日本では株価
だけではなく地価も大幅に上昇し、多額のボーナスに加えて資産投資も行って
いた多くの人々が、バブル景気に浮かれていた。しかし、1990 年代に入ると
株価も地価も大幅に下落し、投資の損失にあえぐことになる。
日本経済にとって、このバブル経済の崩壊は大きな転換点であった。図 0-1

に示したように、1990 年代初頭から経済成長率は 0％前後で推移していくこと
になる。当初は「失われた 10 年」といわれ、2010 年代には「失われた 20 年」
といわれていたが、今や「失われた 30 年」となってしまった。何が「失われ

図0-1 戦後日本の経済成長率の推移

（注）1980 年度以前は 63SNA ベース、1981～94 年度は 93SNA、それ
以降は 2008SNA。破線は、高度成長期、安定成長期、バブル経済崩
壊後の経済成長率の平均。

（出所）内閣府「国民経済計算」より作成。
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た」かもはっきりしない中で、もはや低成長は常態化している。
同時に、今の日本は少子高齢化の問題にも直面している。65 歳以上の人口

が全人口に占める割合は、1990 年には 12. 1％であったが、2020 年には 28. 1％
にまで上昇した。さらに、2040 年には 35. 3％にまで増加することが予測され
ている（総務省統計局、国立社会保障・人口問題研究所）。低成長の中、高齢
者を支える社会をつくっていかなければならないという問題が重くのしかかっ
ている。

3.2 戦後の日本政治

それでは、この間、政治は何をしていたのだろうか。
高度成長期と安定成長期を通して、日本では自由民主党（自民党）が政権を

担い続けていた。自民党は 1955 年に保守政党であった自由党と民主党が合併
して誕生した。それとほぼ同時期に、左派と右派で分裂していた社会党も再統
一される。1955 年の自民党結党から、1993 年の衆議院総選挙後に非自民党政
権が誕生するまでの 40 年弱の間、自民党は政権与党であり続けた。自民党が
衆議院で過半数（約 3 分の 2）の議席を維持し政権与党であり続ける一方で、
最大野党の社会党が衆議院の約 3 分の 1 の議席しか獲得できずに野党であり続
けた状態は、55年体制と呼ばれている。
戦後から現在に至るまで、日本は代表制民主主義の国である。自民党が政権

図0-2 安定成長期における日経平均株価（月次高値）

（出所）東京証券取引所、日経平均アーカイブより作成。
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政党であり続けたとはいえ、戦前のような独裁的な体制が築かれていたわけで
はない。競争的な（少なくとも競争的になりうる）選挙が行われ、野党も合法
的に存在し、活動をしていた。その選挙を経た結果として、自民党が勝ち続け
ていたのである3)。長く政権与党であり続けた自民党ではあったが、1993 年に
提出された内閣不信任案（内閣に総辞職か解散総選挙を求める案）が、自民党
の一部の派閥に属する議員による離反により可決され、その後の総選挙では自
民党が敗北した。そして、共産党を除く 7 つの非自民政党による連立政権が結
成されることになる。しかし、この非自民連立政権は 1 年も経たずに瓦解し、
1994 年に自民党は再び政権政党に戻ることになった。
その後も、自民党は選挙に敗北することがあった。2009 年から 2012 年の約

3 年間、自民党ではなく民主党が政権政党となる。民主党は 1998 年に結党さ
れて以来、政権交代が可能な二大政党制への移行を目指してきた。その結果、
2009 年 8 月の衆議院総選挙で絶対安定多数を超える 308 議席を獲得し、政権
交代を果たすことになる。当初は高い支持率を得ていた民主党政権であった
が、普天間基地移設中止などの多くの公約が果たされない中で支持率が急落
し、民主党の総理大臣は約 1 年おきに交代する事態に陥った。そして 2012 年
12 月の総選挙では、議席数が 57 議席となる大敗を喫し、自民党が再び政権を
獲得することになる。
自民党政権下でも、自民党だけで政権が維持できていたわけではない。特に

1999 年以降、公明党とは連立を組み続けている。自民党が議会の単独過半数
であった時期はあったものの、公明党との自公連立政権を崩そうとはしなかっ
た。これは、自民党と公明党が選挙において、お互いの組織票に依存しあって
いるからだという指摘もある（Liff and Maeda 2019）。さらに 2024 年の衆議院
総選挙後は、自公連立は過半数の議席をとれずに、少数党政権（衆議院で過半
数に満たない政党による政権）となっている。
それにもかかわらず、非自民政党による政権が誕生する気配はない。なぜ、

自民党はそこまで強くあり続けることができたのであろうか。第 3章「政権担

3）55 年体制下を対象として、ゲーム理論やデータを用いて分析した書籍に、Ramseyer
and Rosenbluth（1993）、井堀・土居（1998）、斉藤（2010）がある。また後述する 2012
年に発足した第 2 次安倍晋三政権前後を対象として、ゲーム理論やデータを用いて分析
した書籍に井堀・小西（2016）がある。
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当能力」では、有権者の政党に対する政権担当能力への信頼度の分析を軸に、
自民党の強さの背景に迫っていく。

3.3 1994 年の選挙制度改革

1993 年に生まれた非自民党連立政権は、翌 1994 年に衆議院の選挙制度改革
を行った。この選挙制度改革は、その後の日本政治に大きな影響を与えた。
1996 年以降の衆議院の選挙は、小選挙区比例代表並立制のもとで行われてい
る。小選挙区制とは、1 つの選挙区で複数の候補者の中から 1 人のみを選出す
る選挙制度である。他方、比例代表制とは、各政党が獲得した得票数に比例し
て議席を配分する選挙制度である。これら 2 つの異なる選挙制度を組み合わせ
た制度であるため、小選挙区比例代表並立制と呼ばれている。
選挙制度改革以降、日本ではさまざまな選挙制度が混在している。衆議院総

選挙では小選挙区制と比例代表制が併せて行われ、参議院選挙でも複数の議員
が当選する都道府県ごとの選挙区と比例代表制が混在している。都道府県議会
議員選挙では、一度の選挙で 1 名のみが選出される選挙区と、最大 17 名が選
出される選挙区が混在している状態だ。このように、日本ではさまざまな選挙
制度が併存している状態が作り上げられている。第 1章「選挙制度」では、日
本の選挙制度のあり方を丁寧に解説したうえで、複数の選挙制度が併存するこ
とによる帰結と問題点を指摘していく。
また、第 2章「投票参加」では、有権者の行動を分析していく。日本だけで

はなく多くの国で、投票率の低下が問題視されている。その背景にある問題
は、「若者が投票に行かないから」といった単純なものではない。そこで、第
2 章では、投票参加に関わるデータを見ながら、投票率が低下した理由を検討
していく。

1993 年まで、衆議院の選挙制度は中選挙区制と呼ばれるものであった。中
選挙区制では、1 つの選挙区でおおむね 3～5 名の議員を選出する。複数の議
員が選出されるものの、小選挙区制と同様に、有権者は 1 人の候補者の名前し
か書くことができず、さらに候補者間での票の移動もない（単記非移譲式と呼
ばれる）。1 つの選挙区で複数人の議員が選出される選挙制度という点では、
多くの地方議会の選挙制度と同じである。ただし、地方議会では 1 選挙区当た
りの定数が 5 名以上、多いときには 50 人となるため、中選挙区ではなく大選
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挙区制と呼ばれることもある。
1 つの選挙区から複数の議員が選出される場合、議員となるために必要な得

票率は高くなくなる。3 名選出される場合には 4 分の 1 を超える得票率、5 名
選出されるためには 6 分の 1 を超える得票率があれば確実に当選できる。もち
ろん、候補者数が膨大だったり、投票率が低かったりすれば、その値よりもさ
らに低い得票率で当選できる。そのため、中選挙区制では相対的に組織票の存
在感が大きくなる。一定の「票田」を固めることで当確ラインを超えるのであ
れば、無理に過半数の得票をねらう必要はない。政党や候補者にとって重要と
なるのは、多数の有権者の支持ではなく、あくまで自身を支持してくれる地元
の団体との関係だ。このような事情から、中選挙区制は多くの利益誘導政策を
誘発するものとして批判され、小選挙区比例代表並立制への選挙制度改革は、
利益団体との癒着を減じるだろうと期待された。しかし、本当に利益誘導政策
は少なくなったのだろうか。第 4章「利益誘導政治」では、利益誘導政治の現
在を、データ分析を通して検証していく。

4 低成長への対抗策としての政策群

バブル崩壊後から続く低成長を、日本政府はただ手をこまねいて見ていたわ
けではない。バブル崩壊以降、積極的な財政政策と金融政策が行われてきた。

4.1 財政政策

政府の財政支出には大きく分けて、社会保障などルールに基づいて支出され
る財政支出と、政府が裁量的に行う財政支出がある。後者の裁量的財政支出が
政府による経済対策であるといえ、公共投資や給付金などに費やされている。
事業規模でいえば、1990 年代には約 130 兆円、2000 年代には約 200 兆円を超
える資金が用いられてきた（宮本 2024）。それ以降も、幾度にもわたって経済
対策は実行されてきている。たとえば、2012 年から 2020 年までの長期政権と
なった安倍晋三内閣（第 2 次～第 4 次）は、後にアベノミクスと呼ばれる経済
政策を打ち出した。アベノミクスでは「三本の矢」と呼ばれる政策が掲げら
れ、その 1 つが「機動的な財政政策」とされた公共投資の増額であった。
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その一方で、日本の財政赤字は年々積み増されている。税収を上回る財政支
出があった場合、不足分は国債・地方債といった公債を発行して補っている。
いわば、国が背負う借金である。1990 年代初頭から 2000 年代半ばを除き、財
政赤字は年々増加している。このような財政赤字の積み増しは、なぜ生じるの
か。そして、どのように解決できるだろうか。第 7章「財政赤字」では、政治
経済学の視点から、政治的背景にも着目しつつ、これらの問題を議論してい
く。この第 7 章では、財政赤字を生み出す最も大きな要因は社会保障であるこ
とが指摘される。少子高齢化が進む中で、社会保障費の拡大は避けては通れな
い問題だ。それでは、社会保障制度を改革し、財政負担を軽減していくべきな
のだろうか。続く第 8章「社会保障」では社会保障の問題を議論する。

4.2 金融政策

バブル崩壊後、物価が低下するデフレが生じ、1999 年から 2013 年まではほ
とんどの年で物価上昇率（インフレ率）はゼロ以下だった。2013 年にプラス
に転じるものの、その後もゼロ付近で変動し続けた。景気が悪くなると商品が
売れないため、物価が低下していく。デフレは商品の値段が安くなるためよい
ことのように思えるかもしれないが、企業の売上にはつながらないため、賃金
も低下していくことになる。その結果、物価の低下が景気の悪化を引き起こし
ていく。景気悪化→デフレ→景気悪化という悪循環（デフレ・スパイラル）が
生じてしまうということだ。この悪循環を打開するために、日本の中央銀行で
ある日本銀行は、金融緩和政策を実行してきた。
金融緩和政策とは、景気を改善し、物価を高めるために行う政策である。そ

の最も基本的な政策が、金利の引き下げだ。日本銀行は、債券の購入などを通
して金融機関に資金を供給することで、市場金利を調整する4)。金利が低下す
れば、企業は資金を借りやすくなる。その結果、多くの設備投資が行われ、景
気が改善していき、物価も高まると期待できる。バブル崩壊後、日本銀行は金
利を下げ続けた。1999 年 2 月に日本銀行が調整している金利はほぼゼロとな
り、2000 年および 2007 年から 2008 年にかけてのわずかな期間を除き、政策

4）厳密にいえば、一夜限りの銀行間の取引金利である「無担保コール翌日物金利」を政
策金利として調整している。この金利は最も短い期間の金利ではあるが、波及的に他の
金利にも影響を与える。
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金利水準ゼロを維持するゼロ金利政策をとり続けてきた。またいっそうの景気
刺激のために、金利のみを政策目標とするのではなく、日本銀行が金融機関に
供給する資金の量を政策目標として増やしていく量的緩和政策も実行されてき
た。
これらの積極的な金融政策を決めたのは、日本政府ではなく日本銀行であ

る。多くの先進国では、中央銀行は政府から独立して金融政策を決定するとい
う中央銀行の独立性を維持している。安易な景気刺激は行き過ぎた物価高（イ
ンフレ）を招くおそれがある。しかし、政権政党は選挙に勝つために景気を刺
激したいと考えるため、過剰な金融緩和政策をとりがちである。それを避ける
ために、多くの国では中央銀行が政府から独立して金融政策を決定することに
なっている。日本でも、金融政策は日本銀行の総裁と副総裁 2 人を含む 9 人で
構成される政策委員会で決められており、その委員には財務省をはじめ政府関
係者は含まれていない。一方で、総裁および副総裁を含む委員の任命は、衆議
院と参議院の承認を得たうえで内閣が行うことになっている。政府が介入でき
るのは、任命人事だけということだ。
バブル崩壊以降の金融緩和政策は、他国と比しても積極的なものではあった

が、第 2 次安倍政権はそれだけでは不十分と考えた。そのため、アベノミクス
の三本の矢の 1 つとして、インフレ率 2％を目標とするインフレ・ターゲット
を設定したうえで、長期国債も大幅に買い入れるなどの、「大胆な金融政策」
の実行を掲げることになる。第 2 次安倍政権発足時に日本銀行総裁であった白
川方明は、このような積極的な金融緩和政策は過剰なインフレを引き起こすリ
スクがあるとして、消極的姿勢を示していた。しかし、安倍政権からの要求も
増していく中、白川は任期満了を待たずに総裁の職を辞し、積極的な金融政策
を支持する黒田東彦に総裁は代わることになる。結果として日本銀行は、より
積極的な緩和政策へと舵を切っていった。

2022 年春からエネルギー費などの高騰や円安の加速により日本のインフレ
率は高まりはじめ、物価の高騰が生活を苦しめはじめている。その中で、日本
銀行も難しい舵取りの中、金利を引き上げはじめた。本書は、日本銀行がとっ
てきた政策の評価を行うものではないが、安倍政権期は政府が強く金融政策に
介入しようとしていたこともあり、日本銀行の独立性が議論されてきた。第
11章「中央銀行」では、改めてこの時期の日本銀行を取り巻く状況を振り返り
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ながら、日本銀行の独立性が維持されてきたか否かについて議論する。

4.3 地方分権

財政・金融政策だけが経済対策ではない。経済成長を上向かせるために、日
本政府は他の政策も多く実行してきている。その中で大きく政治・経済システ
ムを変えたものとして、2001 年から 2006 年までの長期政権となった小泉純一
郎内閣の「聖域なき構造改革」がある。「官から民へ」というスローガンを掲
げ、公的機関であった郵便局や道路関係四公団を民営化するなど、規制緩和を
通して公共サービスの民営化を行った。それに加え、構造改革のもう 1 つの大
きな柱であったのが、「中央から地方へ」というスローガンのもとで行われた
地方分権改革である。
国の財政事情が苦しいことは前述したが、国以上に地方自治体の財政状況も

厳しい状況が続いていた。人と資金が都市圏に集まっていく傾向は止まらず、
都市圏以外の地方では生産年齢人口（15～64 歳人口）が減少していく。その
一方で、高齢者は地方にとどまることが多いため、少子高齢化は進んでいき、
自治体が運営する社会保障の負担は増していく。そのため、多くの地方自治体
では地方税収入が歳出を大きく上回っていた。その歳出と収入の差を、中央政
府が補塡していたことになる。
このような状況を打開するために、小泉構造改革では中央から地方への税源

移転が行われた。つまり、納税者が国に納める国税を減らし、地方自治体に納
める地方税を増やすことである。この税源移転を主軸に置いた地方分権改革
は、三位一体の改革と呼ばれている5)。小泉政権後も、地方分権化は進んでい
き、地方自治体の政策的自由度は高まっていった。地方自治体の方が中央政府
よりも住民が何を必要としているかを把握している。よって、このような地方
自治体の税源や権限の拡大は、好ましいように思える。しかし、本当に地方分
権化は地方自治体の財政状況を改善し、地方経済の発展に寄与したのだろう

5）税財源の移転の他に、国庫補助負担金の廃止・縮減と地方交付税の見直しという 3 点
から構成されたため、三位一体の改革と呼ばれた。「地方から中央へ」や「官から民へ」
という改革の方向性は、橋本龍太郎内閣（1996～1998 年）の行政改革から始まってい
る。また、地方分権改革自体はバブル崩壊直後から議論されており、1993 年からの第 1
次地方分権改革から始まっている。
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か。第 9章「地方分権」では、数理分析とデータ分析の両方の視点から、地方
分権化政策を再評価する。
同時に、地方分権化による税源と財源の移転により、知事など地方自治体の

首長の力は増していくことになる。その結果、地方政治のあり方も変わってき
た。特に象徴的であったのは、大阪を中心に支持を拡大した大阪維新の会（国
政では日本維新の会）の躍進である。行政の長である大阪府知事が独自の地方
政党を立ち上げることで、知事を支持する政党を議会の多数派にしていく戦略
がとられてきている。同様の戦略は、小池百合子東京都知事が立ち上げた都民
ファーストの会でもとられてきた。地方政党の台頭は、地方政治における自民
党の力の低下を意味している。第 6章「地方政治」では、このように変貌する
地方政治について、大阪維新の会を題材に議論する。

4.4 女性活躍推進

小泉政権以降、第 2 次安倍政権の誕生まで、1 年程度の短命な内閣が続いて
いく。よって、長期政権下で実行される大規模な改革は、アベノミクスまで待
つことになる。前述のとおり、アベノミクスは「三本の矢」で構成されてお
り、そのうち 2 つの財政政策と金融政策に関しては議論した。残る 1 つの矢が
成長戦略であり、2013 年に「日本再興戦略」が決定される。その内容は毎年
のように改訂され、電力自由化、働き方改革、コーポレート・ガバナンスの強
化などが打ち出されてきた。その中で、特に強く打ち出されたものの 1 つに
「女性活躍推進」がある。女性を「我が国最大の潜在力」と位置付け、国務大
臣として女性活躍担当大臣を置いたうえで、女性の社会進出を進めるための政
策を実行していく。保育の受け皿である保育所の整備、育児休業後の職場復帰
支援、女性社員の採用や昇進の後押しなどだ。その結果、女性の就業率は
2010 年代に大きく上昇した。
外形上は、女性の社会進出は順調に進んでいるように見える。しかし、働き

方の内実は男女間で大きく異なっている。第 12章「女性労働」では、いまだ
に大きい男女の労働環境の違いを明らかにし、過去の子育て支援政策の影響を
評価したうえで、女性の社会進出を阻む大きな「壁」は何かを明らかにする。
また、日本では女性議員の少なさも問題となっている。たとえば、2025 年 1

月時点では、日本の衆議院議員の中で女性が占める割合は 15. 7％であり、185
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カ国中 142 位となっている6)。女性議員の少なさが問題となっているのは日本
に限らず、候補者全体に占める女性候補者の割合を一定以上にすることを義務
にしている国もある。それでは、女性議員を増やしていくことで、女性の社会
進出を後押しする政策が実施されていくことになるのだろうか。第 5章「女性
議員」では、女性議員が少ない現状の背景を分析したうえで、女性議員が増え
ていくことで生じると考えられる変化を検証する。

4.5 権威主義の台頭とSNSの登場

2020 年の新型コロナウイルスの蔓延への対応の最中、安倍晋三は持病の悪
化により総理の職を辞することになる。この前後から、日本を取り巻く国際情
勢は大きく変わり始めた。2018 年には中国の習近平国家主席が、2 期 10 年と
いう国家主席の任期制限を撤廃した。政党支配体制であった中国の個人独裁化
が進んでいるといわれている。2022 年 2 月にはロシアがウクライナに侵攻を
開始し、ウクライナ戦争が始まる。ロシア国内では政治的弾圧が行われ、プー
チン政権の暴力と恐怖による統治が始まった。周辺の大国の脅威が増す中で、
岸田文雄政権は、2022 年に防衛費の増額を発表した。2024 年度の日本の歳出
に占める防衛費の割合は、社会保障、国債費、地方交付税交付金等に次ぐ 4 番
目の大きさであり、決して小さくない。防衛費のさらなる増額は、日本の安全
保障を改善するものになるのだろうか。第 10章「安全保障」では、数理分析
とデータ分析の双方の視点から、他国とのコミュニケーションの重要性を議論
しつつ、防衛費増額の効果を検討する。
一方で、選挙を取り巻く環境も大きく変わってきた。日本では、2013 年の

公職選挙法改正を経て、ウェブサイトやソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス（SNS）を用いたインターネット上での選挙運動が解禁された。その後、
Instagram、X（旧 Twitter）、YouTube、TikTok といった SNS を選挙運動の主
戦場とする候補者が増えた。テレビや新聞といった主要メディアの存在感は低
下すると同時に、インターネットを通して政治や政策に関わる情報を集める有
権者が増えつつある。

6）IPU ParlineʠMonthly ranking of women in national parliamentsʡ（https://data.ipu.or

g/women-ranking/?date_month= 1 &date_year= 2025）.
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経済学では、情報が多いほど、人々は正しい判断ができると考えることが多
い。たとえば、投資家は企業に関する情報を多く得るほど、より正しい投資判
断ができるだろう。しかし政治の世界では、少し異なっているようにも見え
る。誤った情報を多く流布し、社会的分断を引き起こす SNS に対する批判も
少なくない。第 13章「メディア」では、主に数理分析の視点から、SNS も含
めたメディアにおける情報拡散に関して検討していく。誤情報などに惑わされ
ながら社会的分断を引き起こす人々を「愚かである」と断じるのは容易い。し
かし単純に結論付ける前に、さまざまな情報が拡散され、人々に信じられてい
くメカニズムを正しく理解することは必須であろう。その点において、数理分
析から考える価値は大きいといえる。

＊ ＊ ＊

かなり駆け足に、日本の政治・経済の状況を振り返りつつ、本書で扱う内容
を概観してきた。各章の内容が、日本が直面する重要な問題を捉えていること
がわかるだろう。本書を、今の日本をみつめるための一助としていただけれ
ば、本望である。
本書では日本の問題を冷静に分析するために、データを用いて客観的に現実

を見据え、論理的に数理モデルを用いて分析していく手法をとっている。そこ
で次節では、この 2 つの手法に不慣れな読者のために、その基本的な考え方を
概説しておく。これら 2 つの手法をすでに知っている読者は、次節を読み飛ば
して各章へ進んでいただいてかまわない。

5 本書が主に用いる分析手法

5.1 データ分析と因果推論

「データ分析」と一口にいっても、単にデータをグラフにして見せるだけで
はない。さまざまな手法を用いて、データとデータの間の関係性を突き詰める
ことが必要な場合もある。第 3 節では、低成長下でさまざまな政策が実行され
たことを議論した。しかし、前掲の図 0-1 を見てもわかるように、経済成長率
はゼロ付近から大きく変わることはなく、低成長から抜け出すことはできてい
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ない。ただし、これだけで政策に意味がなかったとは断じることはできない。
それは、政策が行われなければもっと経済状況が悪化していた可能性があるか
らだ。年月を経るごとに大きく経済成長率が低下していく趨勢があったのなら
ば、その中で政策を実行することで低下していく流れを止め、何とかゼロ成長
付近にとどまることができたということかもしれない。
「政策→経済成長」のように、原因と結果の関係をデータの中から取り出し
たうえで、因果関係を見出そうとする統計的手法を、統計的因果推論と呼ぶ。
一見、影響を与えていないように見えても、影響を与えている可能性はある。
また、経済成長率が低下しているときに、大規模な財政政策が実行されている
のならば、「経済成長→政策」といった逆の因果関係が存在する可能性もある。

2 つのデータが同じような動きをする相関関係があるとしても、そこに因果
関係があるとは限らないことも重要だ。有名な話として、「アイスクリームの
売上が高いときに、犯罪発生率が高まる」というものがある。当然、アイスク
リームを食べた人が狂暴化するわけではなく、気温が高くなればアイスクリー
ムの売上が高まるとともに、イライラした人が増えて犯罪発生率が高まってい
るだけである。この例における気温のように、第 3 の要素がデータ間に擬似的
な相関関係をもたらしている可能性もある。因果関係は、このようなさまざま
な可能性をふまえながら特定していかなければならない。
データの制約や分析手法の限界から明確な因果関係が示せない場合もある

が、本書で紹介する分析では、因果推論まで議論しているものが多くある。ど
のような因果関係を示している分析なのか、意識しながら読んでほしい。

5.2 数理分析とゲーム理論

数理分析で最も多く用いられている手法が、ゲーム理論である。ゲーム理論
では、意思決定者の選択が、相互の利得に影響を与えあう状況を分析する。た
とえば、じゃんけんでは、自分が選ぶ手だけではなく、相手が選ぶ手も結果に
影響を与える。政治家の選択が有権者の利得に影響を与え、有権者の選択が政
治家の利得にも影響を与えているなど、わたしたちの社会におけるほとんどの
状況で、意思決定者の選択は相互に影響を与えあっている。しかし、数理分析
のすべてがゲーム理論を用いているわけではない。たとえば、経済学で市

し

場
じょう

を分析する際に用いられる一般均衡理論では、市場にたくさんの消費者と生産
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者がいるため、個々の消費者や生産者の選択は市場価格に影響を与えないと考
えることが多い。この場合、個々の意思決定者の選択が、相互の利得に影響を
与える状況とはいえない。
ゲーム理論では一般的に、意思決定者のことをプレイヤーと呼び、そのプレ

イヤーが有している選択肢を戦略と呼ぶ。同時に、ゲームのルールとして、意
思決定の順番や、利得の与え方などを設定する。そのうえで、ゲームの中でプ
レイヤーがどのような行動をとるのか分析し、結果を予測することになる。ゲ
ームの結果の予測には、均衡という概念が用いられる。均衡とは、誰も選択を
変えようとしない安定的な状況を指す。もし誰かが戦略を変えることで自身の
利得を高めることができるのならば、そのプレイヤーは戦略を変えようとする
はずだ。そのことをふまえて、誰も選択を変えようとしない状況が現実には生
じうると考えるのである。
ゲーム理論を中心とした数理分析では、人々が特定の選択をする裏には、そ

の選択を促すインセンティブ（誘因）があると考える。たとえば、有権者の好
む政策を選ばなければ選挙に落ちてしまうのであれば、政治家は選挙に勝つた
めに有権者の好む政策を選ぶインセンティブを持つことになるだろう。ゲーム
のルールが変われば、人々のインセンティブも変わる。どんな政策を選んだと
しても必ず当選できるのならば、政治家は私利私欲に走るインセンティブを持
つようになるかもしれない。数理分析ではインセンティブという視点を通し、
制度（ゲームのルール）と人々の行動の関係をひもといていくことになる。

5.3 経済学の基礎用語

本書の一部の章では経済学的な分析も行われる。本章の最後に、経済学で用
いられる基本的用語を整理しておこう。
さまざまな商品が取引される市場に関しては、主に消費者の行動と生産者の

行動の双方から分析が行われる。そこで取引される商品は財と呼ばれており、
財は物質的商品だけではなくサービスも含んだ市場で取引されるモノやサービ
ス全般を意味する。同時に、インフラの整備、治安の維持、特定の人々への補
助金など、行政が行う公共サービスも財の一種である。
この財に対して、個々の消費者は好みを持っている。仕事や勉強の休憩に、

何かしら飲み物を飲もうとしたとしよう。そのとき、コーヒーや紅茶などに対
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する好みがあると思う。たとえば、「コーヒーの方が紅茶より好き」などの好
みである。この好みのことを、選好という。しかし、「コーヒーの方が好き」
という言葉だけでは、数理分析を用いて分析することは難しい。そこで、より
好ましい選択肢に、より大きな値を与えたうえで分析する。たとえば、コーヒ
ーの方が紅茶より好ましい場合には、コーヒーに 5、紅茶に 2 を与えるなどで
ある。このように好みの順番に応じて与えられた数値を効用といい、選好に応
じて効用を与える関数は効用関数と呼ばれている。利得、および利得関数と呼
ばれることもある。
消費者は自身の選好と予算をふまえながら、各財の消費量を決定する。消費

量の市場全体の大きさが、その財に対する需要となる。一方で、個々の生産者
は利潤が最大になるように生産量を決める。そして、市場全体の生産量がその
財の供給となる。経済学では、この需要と供給で、市場における財の価格と取
引量が決まってくると考える。ただし、本書で扱う財の多くは公共サービスで
ある。よって、利潤最大化を目的とする民間企業ではなく、利潤を考えていな
い政府が供給者になる。
利潤最大化を目的としない場合、何を目的として政策は決められるべきなの

か。経済学では、政策評価をする際に、社会厚生という概念が用いられること
が多い。社会厚生とは、ある状況が社会的に望ましいか否かを判断する際に、
社会における望ましさを測る尺度である。たとえば、消費者がある財の価値を
1,000 円と思っている中で、200 円で購入できたとする。この差額となる 800

円分は、この消費者にとっての利益といえる。この差額分をすべての消費者で
足し合わせれば、社会厚生の一部である消費者の利益がわかるだろう。ただ
し、社会厚生の測り方には複数の種類があり、望ましい測定方法が何かに関し
ては多くの議論が行われている（Fleurbaey and Blanchet 2013 など）。本書で
は主に公共サービスを分析対象とするため、基本的には市民全体の利益総額を
社会厚生と捉えて分析していく。

＊ ＊ ＊

データ分析と数理分析の極めて基礎的な概念と考え方のみ、ここでは紹介し
た。より踏み込んだ解説は各章で行っている。これで、準備は終わりである。
それでは、一緒に日本が直面する問題を考えていこう。
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